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フォレストアレー２００１ラウンドテーブルの論点とテーマ設定

論点）

　2001/5/2付の日本経済新聞東北経済の日銀の東北各支店の管内金融経済概況の掲載記事にあるよ
うに、東北の景気判断を「足踏み状態」から「調整色を強めている」に変更し、四ヶ月連続で景気判断を下
方修正したとあります。雇用も引き続き悪化していると掲載されております。

　日本全体にもいえることですが、現在廃業率が開業率よりも高いという現実があり、事業所数の減少が
東北でも顕著となってきております。そのような状況の中、ベンチャー企業の活躍や創業に対する地域の
期待も見られるようになってきました。地域の期待を担う数多くの起業家の出現のためには、それなりの
環境・土壌・地域の理解の醸成というものが必要と思われます。現在創業自体が積極的に促進されない
背景として、起業リスクがあります。つまり、一度失敗して地にまみれてしまえば、その起業家の再起は
日本の場合、ほとんど不可能であり、積極的にチャレンジしていこうというには起業家の人生や家族等の
人生をも巻き込む危険性がまとわりつき、なかなか起業するまでには至らない状況があります。

　そのような現状を踏まえながら、創業環境も含めたベンチャー企業が活躍できる東北地域となるために
は、どのような取り組みをしたらよいかを論点とし、議論及び意見の成果が将来的に東北地域がベンチャー
やインキュベートに対する理解が高い地域となり、地域経済の活性化へとつなげていける意義ある議論
が喚起されることを望みます。

テーマ設定）

「21世紀の産業集積地域＝東北となるには？」



フォレストアレー２００１ラウンドテーブルの議題

議題）

①ビジネス環境：東北地域及び各地域のビジネス環境を改善し、既存の企業を維持、発展させ、新規参
入企業を引き付けるためにはどうしたらよいか？

　・日本経済を支えているのは、中小企業であるという事実と東北における事業所数自体の減少という現
実（開業率より廃業率が高い）に対処するには、既存の企業を元気にするための対応をしなくてはならな
い。クリック＆モルタルに代表されるように、既存企業とベンチャー企業によるジョイントベンチャー方式に
よる事業発展モデルを模索できないか。また、既存企業内起業に焦点を当てる施策や海外や大学の技
術シフトによる起業等。新規参入企業が魅力的な地域と映るための方策とは？

②ビジネス開発と起業家育成：東北地域及び各地域の起業環境やベテランビジネスアドバイザによる新
規事業の立ち上げ支援や中小規模の企業の国際的取引支援等を行い、地域の活性化を促すためには？

　・起業家精神の醸成と土壌をいかに形成していくか。ベンチャー企業の発展は地域社会に受けいられ、
喜ばれる風潮が前提となる社会・新しい事業の起業によるビジネス活性化による地域自体の活性化をど
うしたら実現できるか。また、創業・ベンチャーが多く輩出するための環境作りとは？創業・ベンチャー起
業の支援は、雇用対策ともなりえるのか。また、国際的な取引環境をどのように整備したらよいか。

③社会基盤と生活の質：教育構想や環境問題・経済成長と生活の質の向上促進に対して、

企業・行政・環境グループ・研究・支援組織での取り組みと問題解決



フォレストアレー２００１ラウンドテーブルの進行内容

進行内容）

１５：１０　受付準備

１５：１５　受付開始

１５：３０　ラウンドテーブル開始

・総合司会第一声　監査法人トーマツ　谷藤　雅俊
・ご挨拶（3分）　　　　東北経済産業局産業部部長　仁賀　建夫様
・開会宣言（1分）　　幹事役：フォレストアレー宮城代表事務局　大塚　真実
・各県代表事務局自己紹介（3分）
・ラウンドテーブルの論点及びテーマについて(5分）　フォレストアレー代表世話人　藤原　隆司
　　　・ラウンドテーブルの開催趣旨及び目的・論点について

　　　・21世紀におけるフォレストアレーでの目標設定について
　　　・その他

・関係機関の自己紹介と活動内容紹介（30分～40分/1人2~3分）
・ラウンドテーブル論点における議論及び意見交換（60分）
　　　・東北各県での創業/ベンチャー企業の現状及び取り組みについて
　　　・各機関の現状課題と取り組みについて

　　　等を交えながら論点について意見交換を行う。

・「東北ドリーム２０１０宣言」（2分）　　フォレストアレー秋田県代表事務局　石川 直人
１７：３０　閉会宣言（1分）　　　　　　　　フォレストアレー福島県代表事務局　鈴木　和隆



フォレストアレー２００１ラウンドテーブル採択検討内容・配布資料

採択検討内容・「東北ドリーム２０１０宣言」の共同宣言

　　　　　　　　　・フォレストアレーアドバイザリーボードの設置

　　　　　　　　　・フォレストアレーアソシエーションボードへの参画要請

　　　　　　　　　・フォレストアレーエンジェルメンタークラブの設置と協力要請

　　　　　　　　　・フォレストアレーラウンドテーブルの定期開催（年1・2回）と参加要請
　　　　　　　　　・協力・連携・情報連携体制のお願い

　　　　　　　　　・その他

配布資料：　　・新聞記事（東北金融経済概況　日経東北版2001/5/2付）
　　　　　　　　　・統計データ（都道府県別事業所数・創業希望数・ベンチャー企業数・大学生数）

　　　　　　　　　・東北２１-5月号（東北経済産業局発行）所感・提言
　　　　　　　　　・関連資料（創業・ベンチャー国民フォーラム用パンフから）

　　　　　　　　　・新聞記事（米ハイテク新地帯中西部編アリゾナ州　日経産業新聞　2001/5/10付）
　　　　　　　　　・フォレストアレー2001ラウンドテーブル用資料
　　　　　　　　　・フォレストアレー2001ラウンドテーブル参加者名簿
　　　　　　　　　・フォレストアレー代表者会議用資料

　　　　　　　　　・福岡MAFフリーペーパー



日本の中小企業・ベンチャー企業を取り巻く社会的経済環境

大企業における経済環境対応のための事業統廃合・

合併等による人員余剰（事業利益構造変化・収益率低下）

新技術・新商品

開発及び新分野

進出

（ビジネスモデル）

国内需要低迷

日本企業を取り巻く状況（外部要因）

安いコスト（デフレ経済・販売価格低下等）

国内金融システム

変化による不安

・ペイオフ実施

日本経済における

デフレ経済化

情報化進展による

グローバル経済
（IT社会経済）

企業選別による

貸し渋り・引き締め

運転資金枯渇

世界における

日本経済システムの

相対的競争力低下

ボーダーレス経済

東南アジア等の進展

収益率の低下

及び販売価格低下・

競争激化・業績悪化

国内産業の海外

シフトによる

産業空洞化

勝ち組みと

負け組みの

選別

廃業率上昇と

失業率上昇による

地域経済地盤沈下

経済環境激変に対応するための中小企業・ベンチャー企業

の経営課題（経営資源の不足）

人材確保・

社内人材の

再教育・育成

専門家

企画マーケティング・

販路・市場開拓

日本経済の収斂化

悪循環スパイラル

赤字体質

運転資金・担保力

激変する経済

環境変化に対する

経営革新による

対応の是非

倒産

生き残り

非

是

新規事業

日本企業を取り巻く状況（内部要因）

高いコスト（土地代・人件費・税金等）

リストラ・

人員削減
失業者

※ITインフラ構築を前提



日本における創業・起業家を取り巻く環境

米国９３％・カナダ９０％等欧州各国とも８０％前後であるのに

比較して、日本は１０％と最低ランクとなっている。

（GEM：国際的起業家調査）

起業家への

尊敬度

・一生懸命努力したものが報われるということが平等ということではないか。

・わざわざ起業して、成功してもさほど結果に差が出ない。それなら、

安全パイが良いという心情が働く。起業してまで頑張ろうという意欲が出ない。

・社会的平等の名の元の社会的不平等により、誰も真剣に働こうとしなくなる。

日本の場合

なぜそんなに

低いのか？

（中小企業庁調べ）

・懸命に働いた者も働かない者も結果所得差が生じない税制制度

・資金調達が困難（借入に個人・連帯・担保保証が前提等）及び財産の保証債務

・信用保証やリスクが高すぎることに対する拒否感、その他社会的風土・環境

（考えられる原因）

現在の税制

・重課税…所得税住民税合計最高税率50％
・相続税最高税率70％/土地税制/法人税50％

・「出る杭はたたく」的風土の残存。

・成功しても回りから妬まれ、足を引っ張られる。

・成功者が生まれない環境の醸成（成功者像の社会的欠落）

・結果、起業家を尊敬する風土が生まれる土壌が育たない。

・よって、起業家が育つ環境にはならない。新事業が育たない。

（現在の税制）

（社会的風土環境）

（起業家を醸成する社会的環境）

・敗者復活できる社会的風土がない…再起不能となる
（日本の場合、一度失敗すると社会的敗残者となる。）

・大企業志向が強い。（「寄らば大樹の陰」的日本風土）

・個人を含む投資家への税制優遇措置が不十分

・株式市場の整備が不十分/担保保証による投資評価等

創業環境

社会環境

政治改革・財政構造改革・

税制改革・教育改革・

IT革命推進等



日本型ベンチャー企業の使命と定義とパターン

高い志（ロマン）に対し、リスクがありながらも、果敢に挑戦し、自己実現

を図るために独立性・独創性・異質性・革新性を重視、長期的緊張感に

耐えうる成長意欲の強い起業家による成長性の高いビジネス

ベンチャー企業

使命

ベンチャー企業

定義

21世紀の日本におけるゆとりある豊かな社会を維持・発展させていくためには、
既存の産業の変革と次の世代が挑戦していく事業領域としての新産業を創出する

役割を担う。経済の活性化と新たな雇用機会創出・国際競争力の向上に貢献する。

日本型ベンチャー

企業パターン

創業者タイプ

企業内ベンチャー

第2創業
中小・零細企業における事業そのものを完全にベンチャー化

企業内における新規事業をプロジェクト的に発生させるベンチャー

アントレプレナー（起業家）タイプの本来のベンチャー



日本型創業・ベンチャー支援のあり方と望むべき事柄

人材育成

人材確保

企業間連携・事業連携・ネットワーク強化・技術開発強化

産官学連携推進・地域産業集積の活性化・国際化支援等

資金調達の

円滑化
中小企業税制・

ベンチャー支援

税制の拡充

経営革新の支援

販路開拓・

マーケティング

支援

起業家と専門家・キャピタリストなど

を結んで、企業の成長段階に応じた

支援を適切にセッティングしていく

プロデューサー的役割を行う機関・人材

※抽象的理想論ではなく問題の

リアル性をきちんと認識し対応する

メンター的存在

ベンチャー企業

起業家

法律事務所

（弁護士）

会計事務所

（公認会計士）

VC
（投資家）

人材斡旋

サービス

ベンチャー支援

行政・支援機関が積極的にベンチャー

企業が開発した商品・製品・サービスを

ファーストカスタマーになってくれる制度

（実際商品や製品等を購入し、信用実績

の保証を行う）

資金・技術・人材等


